[bookmark: _Hlk193877091]別記様式第７号（第16関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年度林業従事者等確保緊急支援対策のうち
地域間・産業間連携労働力確保事業（補正予算第１号）

実 績 報 告 書

（文書番号がない場合には削除）
番　　　　号
令和　　年　　月　　日
一般社団法人 全国林業改良普及協会
会　　長　　　  西 　場 　信 　行　 殿

所　在　地		　
申請者　経営体等名	　
代表者氏名	　
（登録番号　T 　）


令和　年　月　日付けをもって助成金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容（または変更承認内容）に従い実施したので、地域間・産業間連携労働力確保事業助成金交付規程第16の規定に基づき、その実績を報告します。

記

（１）事業の内容及び実績
（２）経費の配分及び負担区分
（３）収支精算
（４）事業完了（予定）年月日等
（５）添付書類


[bookmark: _Hlk63427038]（１）事業の内容及び実績
（以下、該当するものに記載すること）
１）地域外からの現場従事者の受け入れ（地域間連携）
	①受入経営体（申請経営体）の名称
	　

	②受入経営体（申請経営体）の住所
	　

	③契約の種類（請負契約・在籍型出向契約）
	　

	④事業内容
	

	⑤対象となる事業実施期間
	自：令和　　年　　月　　日
至：令和　　年　　月　　日

	⑥受入人数
	　人

	⑦送り出し経営体の名称及び所在地
	送り出し経営体の名称：　
所在地：　

（※以下、宿泊する場合のみ記載）
林業経営体の主たる事務所間の距離（路程）：　㎞

	⑧対象となる事業地
	（都道府県、市区町村名を明記すること）
　


	⑨受入従事者の宿泊先の名称・住所
	　

	⑩期待される公益性等の効果
	（例：花粉発生減対策、造林未済地対策、山火事対策など）
　





[bookmark: _Hlk160632457]２）安全講習＜研修会自主開催の場合＞（産業間連携）
	①研修会名
	　

	②開催日時
	　

	③開催場所
	　

	④講師氏名・所属
	　

	⑤研修サポート氏名・所属
	　

	⑥受講者数
	　

	⑦研修会の概要
（複数回開催する場合は、開催回ごとに記載する。研修の詳細は未定であっても極力、判る範囲で具体的に記載すること）
	　

	⑧期待される公益性等の効果
	（例：花粉発生減対策、造林未済地対策、山火事対策など）
　



３）安全講習＜外部研修会受講の場合＞（産業間連携）
	①研修会名
	　

	②開催日時
	　

	③開催場所
	　

	④研修主催者
	　

	⑤受講者数
	　

	⑥研修会の概要
（複数回開催する場合は、開催回ごとに記載する。研修の詳細は未定であっても極力、判る範囲で具体的に記載すること）
	　

	⑦期待される公益性等の効果
	（例：花粉発生減対策、造林未済地対策、山火事対策など）
　





（２）　経費の配分及び負担区分（各事業について総額を記載のこと）
	区分
	事業の区分
	事業費
(Ａ+Ｂ)
	負担区分
	備　考

	
	
	
	助成金
(Ａ)
	自己負担(Ｂ)
	

	地域間・産業間連携労働力確保事業
	・地域間連携
	　円
	　円
	　円
	実績報告書に基づき算出した額(税込)に100/110を乗じた税抜き額

	
	・産業間連携

　　自主開催

　　外部研修
	　円
	　円
	　円
	実績報告書に基づき算出した額(税込)に100/110を乗じた税抜き額

	計
	　円　
	　円　
	　円　
	　


注）助成金の額は、助成の対象となる事業費について助成金交付規程別表２の「助成の上限」を超えないこと。自己負担は事業額から助成金を減じた額。


（３）収入精算
　１）収入の部

	区　　分
	予　算　額
	備　　　　　考

	
	
	

	全林協助成金
	　円
	実績報告書に基づき算出した額(税込)に100/110を乗じた税抜き額

	申請者負担金
	　円
	

	　計
	　円
	





２）支出の部
	区分
	経費
	金額（円）
	内訳（積算根拠）

	地域間連携
	旅　費
	　　
	車賃

	　円

	
	
	
	交通費
	　円

	
	
	
	宿泊費
	　円

	
	
	
	日当
	　円

	
	計
	　　
	
	

	産業間連携
	研修会自主開催
	技術者給
	　　
	　
	

	
	
	謝　金
	　　
	　
	

	
	
	旅　費
	　　
	車賃
	　円

	
	
	
	
	交通費
	　円

	
	
	
	
	交通費は「講師・研修サポート」と「受講者」とそれぞれ分けて積算してください

	
	
	
	
	宿泊費
	　円

	
	
	
	
	日当
	　円

	
	
	需用費
	　　
	需要費：消耗品、印刷製本等

	
	
	使用料及び賃借料
	　　
	　
	

	
	
	小　計
	　　
	
	

	
	外部研修会への参加
	旅　費
	　　
	車賃
	　円

	
	
	
	
	交通費
	(受講者)
	　　 　円

	
	
	
	
	宿泊費
	　円

	
	
	
	
	日当
	　円

	
	
	需用費
	　　
	需要費：研修会参加費、資料購入費等

	
	
	小計
	　　
	
	

	計
	　　
	　
	

	総合計
	　　
	　
	



（注１）経費ごとに具体的な内訳（単価×人工数、単価×個数など）を内訳表に記載する。
[bookmark: _Hlk161683927]

（４）対象となる事業完了（予定）年月日等
　①対象となる事業完了（予定）年月日　　令和　　年　　月　　日
　②実績報告書を提出することとなった理由
ア．事業が完了したため　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐
イ．実績報告しようとする助成額が交付決定のあった助成額に達したとき　☐
ウ．全林協が定めた日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐





（５）添付資料
１）申請認定事業主等の概要資料
　（※以下、交付申請時に提出した書類で申請時以降変更のない場合は省略できる）
・登記簿謄本（写し）、パンフレット等。
・認定事業主等であることを証する書類（例えば認定事業主の場合は、都道府県知事が改善計画を認定した「認定通知書」の写し）

２）助成対象条件等確認資料
・「スギ人工林伐採重点区域」を含む市区町村数が過半を占めている対象経営体の場合
＜地域間連携＞および＜産業間連携＞において、申請者の令和８年度（令和９年２月12日まで）に事業（伐採・造林）を計画している全市区町村数のうち、都道府県知事が設定する「スギ人工林伐採重点区域」を含む市区町村数が過半を占めている対象経営体として申請する場合は、それを確認するもの（別紙１）。
（※この資料については、実績報告書の提出日が令和９年２月12日を超える場合には実績報告書とともに提出して下さい。実績報告書を令和９年２月12日にまでに提出している場合は、令和９年２月12日以降２月19日までに必ず提出して下さい）
・産業間連携の場合は、実際に参加した受講者名簿（別紙２）および修了証（修了証が発行された場合）の写し。
　（※以下、交付申請時に提出した書類で申請時以降変更のない場合は省略できる）

３）支出の確認のために必要な証拠書類の写し。
　【地域間連携】
・請負契約書（事業地、事業期間、契約日が分かるもの）または在籍型出向契約書の写し（注文書・請書の場合は、両方添付）。
・旅費の領収書あるいは移動手段の利用内容が分かるもの。
※現場従事者ごとの日報（地域間連携助成対象事業従事者日報）（別紙３）
※公共交通機関利用の場合、行程及び金額の根拠書類として乗換案内アプリ（ジョルダン等）の乗車日時、経路が明確に表示されたもの（利用者の氏名を明記のこと）。
※宿泊費の領収書。なお、領収書は個人単位で発行してもらい、宿泊日及び宿泊数も含めてもらうこと。
※宿舎借上げの場合、賃貸借契約書と領収書の写しを添付。

【産業間連携】
・旅費の領収書あるいは移動手段の利用内容が分かるもの。
※公共交通機関利用の場合、行程及び金額の根拠書類として乗換案内アプリ（ジョルダン等）の乗車日時、経路が明確に表示されたもの（利用者の氏名及び講習参加・関与の立場（講師、研修会サポート、受講者）を明記のこと）。
※宿泊費の領収書
[bookmark: _Hlk192774964]※自動車利用の場合、距離・行程の根拠書類として経路検索アプリ（Googleマップ等）で明確に表示されたもの（利用者の氏名及び講習参加・関与の立場（講師、研修会サポート、受講者）を明記のこと）。
・受講費の領収書
・会場費、資料印刷費等の領収書

４）環境負荷低減チェックシート（民間事業者向け）






[bookmark: _Hlk160728147]　（６）振込先情報
	金融機関等の名称
	本店・支店等の名称
	種別

	　銀行
	　本店
	普通

	　金庫
	　支店
	当座

	　組合
	
	

	口座番号
	口座名義人（フリガナ）

	　
	　

	
	　






[bookmark: _Hlk163556233]別紙１　
令和８年度　事業実施市区町村証明書（令和９年２月１２日まで）
	経営体名
	　

	代 表 者
	　

	所 在 地
	住　所
	〒　
　　

	
	TEL/FAX
	　　 / 　

	令和８年度事業予定市区町村名・スギ人工林伐採重点区域を含む市区町村数の割合

	＜事業を実施した市区町村名＞
令和８年度（令和９年２月12日まで）の事業を実施した全市区町村名を記入して下さい。なお、ここでいう事業とは、伐採・造林の事業を指します。
	・　
	・　

	・　
	・　

	・　
	・　

	・　
	・　



●事業を実施した全市区町村数：　（Ａ）

うち、●スギ人工林伐採重点区域を含む市区町村数：　（Ｂ）

事業を実施した全市区町村数（Ａ）のうち、スギ人工林伐採重点区域を含む市区町村数（Ｂ）が占める割合
（Ｂ）／（Ａ）＝　　　　　　　％


	担 当 者
	事業実施
担当者
	役職
	　　

	
	
	氏名
	　　

	
	
	Ｅ-mail
	　　


[bookmark: _Hlk164097485]


　申請者の令和８年度（令和９年２月１２日まで）での事業を実施した全市区町村数のうち、都道府県知事が設定する「スギ人工林伐採重点区域」を含む市区町村数が過半であることを報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和９年　　月　　日

申請経営体名	　
代表者名			　　　　　　代表者印


別紙２


産業間連携　研修会受講者名簿の提出について


実施した研修会において、別紙研修会受講者名簿のとおりの受講者に対して研修を行ったので報告します。




令和　　年　　月　　日

一般社団法人全国林業改良普及協会
会　　長　　西　場　信　行　　 殿



申請経営体名
代表者名　　　　　代表者印





１．◯◯研修会受講者名簿
開催日時：令和　年　月　日、場所：　
	[bookmark: _Hlk163817626]番号
	参加者氏名
	年齢
	主たる職業
	本人サインまたは印

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　



２．○○研修会受講者名簿
[bookmark: _Hlk193876943]開催日時：令和　年　月　日、場所：　
	番号
	参加者氏名
	年齢
	主たる職業
	本人サインまたは印

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　

	　
	　
	　　
	　
	　




別紙３
（注）請負契約の場合こちらを使用してください

[bookmark: _Hlk163557406]地域間連携助成対象
事業従事者日報の提出について


○○（受入側林業経営経営体名）から請け負った◯◯事業の地域間連携助成対象事業従事者日報について、事実に相違ないので別紙の通り報告いたします。




令和　　年　　月　　日
請負発注側事業体名
代表者名　　　　　　　 殿



受注側林業経営体名
代表者名　　　　　代表者印



　　　　　　　　　　　　　日報記載の従事者名

　　１．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．　　　　　　　　　印

　　３．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．　　　　　　　　　印

　　５．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．　　　　　　　　　印

　　７．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．　　　　　　　　　印

　　10．　　　　　　　　　印


この事業の助成対象とした自動車の台数　　　　　　　　台　

別紙３
（注）在籍型出向契約の場合はこちらを使用してください

地域間連携助成対象
事業従事者日報の提出について


地域間連携助成対象事業従事者日報について、事実に相違ないので別紙の通り報告いたします。




令和　　年　　月　　日
一般社団法人全国林業改良普及協会
会　　長　　西　場　信　行　　 殿



申請経営体名
代表者名　　　　　代表者印

　　　　　　　　　　　　　日報記載の従事者名

　　１．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．　　　　　　　　　印

　　３．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．　　　　　　　　　印

　　５．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．　　　　　　　　　印

　　７．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．　　　　　　　　　印

　　10．　　　　　　　　　印


この事業の助成対象とした自動車の台数　　　　　　　　台　



	環境負荷低減チェックシート（民間事業者向け）

	事業実施主体名
	　

	提出時期
	申請時（します）☐
	報告時（しました）☐

	記入日
	令和
	　年
	　月
	　日




	
	チェック
	（１）適正な防除

	①
	☐
	※農薬を使用する場合（該当しない ☐）
農薬の適正な使用・保管

	②
	☐
	※農薬を使用する場合（該当しない ☐）
農薬の使用状況等の記録・保存



	
	チェック
	（２）エネルギーの節約

	①
	☐
	オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努める

	②
	☐
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）を検討

	③
	☐
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討



	
	チェック
	（３）環境関係法令の遵守等

	①
	☐
	みどりの食料システム戦略の理解

	②
	☐
	法令関係の遵守

	③
	☐
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める

	④
	☐
	※機械等を扱う事業者である場合（該当しない☐）
機械等の適切な整備と管理に努める

	⑤
	☐
	正しい知識に基づく作業安全に努める



注：（３）の④に該当しない場合は、「該当しない」にチェックをすることとし、当該項目の各取組のチェック欄へのチェックは要しない。
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1     別記様式第 ７ 号（第 16 関係）                          令和７年度林業従事者等確保緊急支援対策のうち   地域間・産業間連携労働力確保事業 （補正予算第１号）     実   績   報   告   書     （文書番号がない場合には削除）   番      号   令和     年     月     日   一般社団法人   全国林業改良普及協会   会    長         西     場     信     行     殿     所   在   地       申請者   経営体等名       代表者氏名       （登録番号   T     ）       令和   年   月   日 付けをもって助成金の交付決定通知のあった事業について、交付決定 通知の内容（または変更承認内容）に従い実施したので、地域間・産業間連携労働力確 保事業助成 金 交付規程第 16 の規定に 基づき、その実績を報告します。     記     （１）事業の内容及び実績   （２）経費の配分及び負担区分   （３）収支精算   （４）事業完了（予定）年月日等   （５）添付書類      

